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(57)【要約】
【課題】超音波診断装置において、整相加算処理後の受
信信号（ビームデータ）に含まれるサイドローブ成分等
の不要信号成分を抑圧する。
【解決手段】遅延処理後かつ加算処理前の複数の素子受
信信号から素子配列方向に並ぶ複数の符号データからな
る符号データ列が取り出される。係数演算部３０は、符
号データ列についての符号一様性及び素子配列方向にお
ける符号変化密度に基づいて、不要信号抑圧用の係数を
演算する。具体的には、符号一様性を示す係数としてSC
F (Sign Coherence Factor)が用いられる。符号変化密
度を示す係数としてSTF(Sign Transit Factor)が用いら
れる。それらから、受信信号に乗算される係数NewFacto
rが演算される。
【選択図】図８
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の振動素子からなるアレイ振動子と、
　前記複数の振動素子からの複数の素子受信信号に対して遅延処理を行う遅延処理部と、
　前記遅延処理後の複数の素子受信信号に対して加算処理を行う加算処理部と、
　前記遅延処理後かつ前記加算処理前の複数の素子受信信号から取り出される素子配列方
向に並んだ複数の符号データからなる符号データ列に基づいて評価値を演算する手段であ
って、前記符号データ列についての符号一様性及び前記素子配列方向における符号変化密
度に基づいて前記評価値を演算する演算部と、
　前記評価値を利用して前記加算処理後の受信信号の利得を調整する利得調整部と、
　を含むことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　請求項１記載の装置において、
　前記演算部は、
前記符号データ列それ全体としての符号一様性の度合いを示す第１係数を演算する第１係
数演算部と、
前記符号データ列における前記素子配列方向における符号変化を検出しその密度に基づい
て第２係数を演算する第２係数演算部と、
前記第１係数及び前記第２係数に基づいて前記評価値を演算する評価値演算部と、
を含むことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項３】
　請求項２記載の装置において、
　前記評価値演算部は、前記第１係数と前記第２係数の重み付け加算処理により前記評価
値を演算する、ことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項４】
　請求項２記載の装置において、
　前記評価値演算部は、前記第１係数と前記第２係数の乗算処理により前記評価値を演算
する、ことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項５】
　請求項２記載の装置において、
　前記評価値演算部は、前記第１係数が第１閾値よりも小さく且つ前記第２係数が第２閾
値よりも大きい特定の状況においては前記第２係数に基づく値又は所定値を前記評価値と
して決定する、ことを特徴とする超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は超音波診断装置に関し、特に、サイドローブやグレーティングローブ等の不要
信号成分を低減する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波画像の画質を高めるためには、受信信号処理において、サイドローブ（side lob
e）、グレーティングローブ（grating lobe）、雑音（ノイズ）などの不要信号成分を低
減することが望まれる。
【０００３】
　受信ビームフォーマーでは、フォーカシングのため、複数の振動素子からの複数の素子
受信信号が整相処理(遅延処理)され、その後それらが加算される。整相加算処理後におい
て、ＲＦ信号としてのビームデータが得られる。そのビームデータは超音波画像の形成で
用いられる。フォーカス点からの反射波であれば、遅延処理後の複数の素子受信信号間で
は位相が揃っているため、加算後において振幅の大きいＲＦ信号が得られる。これに対し
て、フォーカス点以外のところからの反射波の場合、複数の素子受信信号間で位相が一致
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していないため、振幅の低いＲＦ信号しか得られない。
【０００４】
　受信信号中に含まれる不要信号成分を抑圧する手法として、SCF (Sign Coherence Fact
or)という係数を用いて受信信号の抑圧を行う第１方法が提案されている（非特許文献１
）。これは遅延処理後かつ加算処理前の複数の素子受信信号から取り出された素子配列方
向に並ぶ複数の符号データからなる符号データ列に基づいて加算処理後の受信信号（ビー
ムデータ）の利得を調整するものである。具体的には正の符号データの個数と負の符号デ
ータの個数の割合によって定義されるSCFに応じて利得が調整されている。一方、本願の
出願時において未公開の特願２０１０－２３０４０４号には、上記符号データ列において
素子配列方向に沿って符号が反転する個数（ゼロクロス数）からSTF(Sign Transit Facto
r)という係数を求めて、その係数を用いて受信信号の抑圧を行う第２方法が提案されてい
る。ここでゼロクロス数は符号反転密度に相当するものである。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００５】
【非特許文献１】J. Camacho,et al, "Phase Coherence Imaging", IEEE trans. UFFC, v
ol.56, No.5, 2009.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　遅延処理後且つ加算処理後の受信信号、つまり整相加算処理後のビームデータに含まれ
る不要信号低分を効果的に抑圧することが望まれている。その際、実際の（真の）信号成
分の抑圧をできるだけ回避することが望まれる。上記第１方法では、正符号データ数及び
負符号データ数しか参照されておらず、実際の振幅の大小やその並びによらない利得制御
となっているので、チャンネル方向の振幅分布がある程度揃っていてもそれがベースライ
ンを横切って変動している場合に位相が乱れていると誤認してしまう可能性がある。上記
第２方法では、素子配列方向の符号データの並びに応じた利得制御となっているので、ゼ
ロクロス（ベースラインクロス）の頻度を考慮できる反面、後に説明するように、不要信
号成分の発生源とメインビームとの位置関係に影響を受ける。このように、それぞれの手
法には一長一短がある。
【０００７】
　本発明の目的は、受信信号に含まれる不要信号成分を的確に低減しつつ受信信号に対し
て過度の低減が行われないようにすることにある。
【０００８】
　本発明の他の目的は、不要信号成分を総合的に特定してそれを低減することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明に係る超音波診断装置は、複数の振動素子からなるアレイ振動子と、前記複数の
振動素子からの複数の素子受信信号に対して遅延処理を行う遅延処理部と、前記遅延処理
後の複数の素子受信信号に対して加算処理を行う加算処理部と、前記遅延処理後かつ前記
加算処理前の複数の素子受信信号から取り出される素子配列方向に並んだ複数の符号デー
タからなる符号データ列に基づいて評価値を演算する手段であって、前記符号データ列に
ついての符号一様性及び前記素子配列方向における符号変化密度に基づいて前記評価値を
演算する演算部と、前記評価値を利用して前記加算処理後の受信信号の利得を調整する利
得調整部と、を含むものである。
【００１０】
　上記構成によれば、整相加算後の受信信号の利得が評価値に基づいて調整される。その
場合、評価値は、符号データ列における符号の一様性及び符号変化密度に基づいて演算さ
れるから、単にそれらの一方だけを利用した場合に比べて、状況に応じた的確な評価値演
算を行うことが可能である。すなわち、符号の一様性だけを参照した場合、振幅の大小や
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チャンネル方向における符号の並び方が考慮されないので、場合によっては、位相が揃っ
ているのに位相が乱れていると判断されることもあるが、更に符号変化密度を参照すれば
、極性変化の個数が少ない状態を認識して、両者の矛盾あるいは符号の一様性による判断
での誤りを特定することが可能となる。また、符号変化密度だけを参照した場合、強反射
体と受信ビーム原点との位置関係に応じて符号変化密度が変化してしまうために、位相の
乱れを誤認してしまう可能性があるが、それと共に符号の一様性を考慮すれば上記位置関
係に起因する誤認を防止又は軽減することが可能となる。いすれにしても各手法単独では
目立ってしまう欠点を緩和できる。
【００１１】
　望ましくは、前記演算部は、前記符号データ列それ全体としての符号一様性の度合いを
示す第１係数を演算する第１係数演算部と、前記符号データ列における前記素子配列方向
における符号変化を検出しその密度に基づいて第２係数を演算する第２係数演算部と、前
記第１係数及び前記第２係数に基づいて前記評価値を演算する評価値演算部と、を含む。
望ましくは、前記評価値演算部は、前記第１係数と前記第２係数の重み付け加算処理によ
り前記評価値を演算する。望ましくは、前記評価値演算部は、前記第１係数と前記第２係
数の乗算処理により前記評価値を演算する。望ましくは、前記評価値演算部は、前記第１
係数が第１閾値よりも小さく且つ前記第２係数が第２閾値よりも大きい特定の状況におい
ては記第２係数に基づく値又は所定値を前記評価値として決定する。
【００１２】
　符号の一様性の評価に当たって、後述する(2)式を利用するのが望ましいが、符号のバ
ラツキを演算できる限りにおいて、他の計算式を用いることが可能である。同様に、符号
変化密度の評価に当たって、後述する(4)式を利用するのが望ましいが、符号反転の頻度
を演算できる限りにおいて、他の計算式を用いることが可能である。それらの指標の演算
に際して、各データの二値化処理を行えば簡便且つ迅速な処理を期待できる。望ましくは
、二値化処理部分は二種の係数の演算に当たって共用可能である。二値化処理は実際には
１データを表現する複数のビットの中から符号ビットを取り出す処理により実現でき、そ
れは回路構成上極めて容易である。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、受信信号に含まれる不要信号成分を的確に低減しつつ受信信号に対し
て過度の低減が行われないようにできる。あるいは、不要信号成分を総合的に特定してそ
れを低減できる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】アレイ振動子上の各地点における強反射体からの反射波の入射角度を説明するた
めの説明図である。
【図２】整相処理（遅延処理）後における強反射体からの反射波についてその波面の様子
を模式的に表した想像図である。
【図３】メインビーム方向からの反射波が支配的であって遅延処理後の素子受信信号列の
振幅分布が全体としてゼロ交差レベルから離れている状態（ケース１）と、メインビーム
方向からの反射波が支配的であって遅延処理後の素子受信信号列の振幅分布が全体として
ゼロ交差レベルの近傍にある状態（ケース２）と、を示す図である。
【図４】メインビーム方向からの反射波に比べてサイドローブがやや支配的であって遅延
処理後の素子受信信号列の振幅分布が長周期を示す状態（ケース３）と、メインビーム方
向からの反射波に比べてサイドローブがやや支配的であって遅延処理後の素子受信信号列
の振幅分布が短周期を示す状態（ケース４）と、を示す図である。
【図５】サイドローブが支配的であって遅延処理後の素子受信信号列の振幅分布が長周期
を示す状態（ケース５）と、サイドローブが支配的であって遅延処理後の素子受信信号列
の振幅分布が短周期を示す状態（ケース６）と、を示す図である。
【図６】ケース１－６についてその内容及び画質への影響を示す図である。
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【図７】実施形態に係る超音波診断装置を示すブロック図である。
【図８】係数演算部の具体例を示すブロック図である。
【図９】組み合わせ演算部の第１の具体例を示すブロック図である。
【図１０】組み合わせ演算部の第２の具体例を示すブロック図である。
【図１１】組み合わせ演算部の第３の具体例を示すブロック図である。
【図１２】ゼロ交差密度に応じた第２係数（STF値）の決定曲線を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の好適な実施形態を図面に基づいて説明する。
【００１６】
（１）不要信号成分を抑圧する２つの方法の説明
　第１方法は、第１係数としてのSCF (Sign Coherence Factor)に基づいて不要信号成分
を抑圧する方法である。第２方法は、第２係数としてのSTF(Sign Transit Factor)に基づ
いて不要信号成分を抑圧する方法である。いずれの方法も、遅延処理後且つ加算処理前の
複数の素子受信信号に着目し、それらから複数の符号ビット（符号データ）を取り出して
、複数の符号データに基づいて加算処理後の受信信号の利得を決定する係数を求めるもの
である。複数の符号データはチャンネル方向つまり素子配列方向に並んでおり、それらは
符号データ列を構成する。
【００１７】
　まず、第１方法について説明する。SCFは、符号データ列における正の符号データと負
の符号データのそれぞれの個数あるいは存在割合に着目する指標である。深度をｋとし、
チャンネル番号をｉとした場合において、各深度のデータsi(k)を以下のように二値化す
る。ここで各データは、遅延処理後且つ加算処理前の各チャンネルの受信信号（素子受信
信号）を構成する各要素である。
【００１８】
【数１】

【００１９】
　上記の二値化は、デジタル信号としての個々のデータから符号ビットを取り出す処理に
相当する。但し、ベースライン（ゼロクロスライン）を所定レベルに定めて、それをもっ
て二値化することも可能である。上記のbi(k)を極性パラメータと称することにする。
【００２０】
  この極性パラメータbi(k)を用いて、位相の乱れ度合いの評価指標として、係数SCFが以
下のように定義される。
【００２１】
【数２】

【００２２】
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　上記において、Ｎは受信チャンネル数であり、それは受信開口によって変わりうる。ｐ
はSCFを調整するための可変定数である。
【００２３】
　いま、全チャンネルで位相が揃っている場合、全チャンネルで極性パラメータが一致す
ることになり、その結果、SCFは1となる。一方、位相が乱れると、極性も乱れるため、SC
Fは０に近づく。よって、SCFを使って、整相加算後の振幅情報（ビームデータ）に重み付
けすることにより、サイドローブ等の不要信号成分を低減することが可能となる。
【００２４】
　但し、SCFのみによって抑圧処理を行うと、断層画像中の実質部（臓器内部等の組織が
詰まった部分）に局所的な黒抜け（細かい輝度低下部分）が発生するということが実験に
より確かめられている。その理由については後述する。このように、SCFには利点もある
が欠点もある。
【００２５】
　次に、第２方法について説明する。第２方法は、STF(Sign Transit Factor)という係数
に基づいて不要信号成分を抑圧する方法である。STFは、チャンネル方向についての信号
分布（振幅分布）の零交差密度を表す指標である。チャンネル方向の信号分布についての
変化の特徴を表わすパラメータci(k)を以下のように定義する。
【００２６】
【数３】

【００２７】
　これは零交差点の検出に相当する。ci(k)を極性変化パラメータと称する。この極性変
化パラメータci(k)を用いて、位相の乱れ度合いを示す指標としてのSTFの一例を以下のよ
うに定義する。なお、以下の(4)式中のA(k)は(5)式で定義されている。
【００２８】

【数４】

【００２９】

【数５】

【００３０】
　上記において、Ｎは受信チャンネル数であり、ｑはSTFを調整するパラメータである。S
TFの式は、0≦STF(k)≦1を満たし、零交差密度１／（Ｎ－１）×Σci(k)に関する単調減
少関数であれば、その形は(4)式、(5)式には限られない。
【００３１】
　全チャンネルで位相が揃っている場合、個々の隣接チャンネル間で零交差が起こらない
ため、極性変化パラメータは０となり、STFは１となる。一方、位相が乱れると、零交差
密度が大きくなるため、STFは小さくなる。よって、そのSTFを用いて整相加算後の振幅情
報（ビームデータ）に重み付け処理を施すことにより、不要信号成分を低減することが可
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能となる。
【００３２】
　但し、実験によれば、強反射体が存在する場合、それと同じ深度であって強反射体から
離れた位置において、実質部の輝度が極端に抑制されてしまうという傾向が認められてい
る。また、状況によっては、強反射体近傍においてサイドローブ低減効果が不十分という
傾向が認められている。
【００３３】
（２）２つの方法の長所と短所
　図１に基づいて、強反射体（サイドローブ成分発生源）とメインビームとの位置関係に
よって、チャンネル方向にどのような周波数変化が生じるのかについて検討する。図１に
おいて、アレイ振動子１１０は複数の振動素子により構成されている。ａ，ｂ，ｃは３つ
のメインビーム位置（中心位置）を示している。それらから離れて、ある深さに強反射体
１１２が存在している。そこから各メインビーム位置の原点へ向かう反射波が符号１１４
ａ，１１４ｂ，１１４ｃで示され、それらの反射波の波面（例えば粗密波の瞬時ピーク）
が符号１１６ａ，１１６ｂ，１１６ｃで示されている。図１に示されるように、強反射体
１１２と受信ビームａ，ｂ，ｃが離れれば離れる程、受信されるサイドローブ成分の波面
１１６ａ，１１６ｂ，１１６ｃの傾きが大きくなる。
【００３４】
　図２には３つの波面が模式的に想像図として示されている。各図において横軸ｃｈはチ
ャンネル方向を示し、縦軸ｒは深さ方向を示している。（Ａ）は、強反射体からメインビ
ーム位置の原点までの距離が短い場合における波面を示し、（Ｂ）は、強反射体からメイ
ンビーム位置の原点までの距離が中程度の場合における波面を示し、（Ｃ）は、強反射体
からメインビーム位置の原点までの距離が長い場合における波面を示している。それら３
つの場合において、チャンネル方向に沿って符号データ列を観測すると、波面の傾きが大
きくなればなる程、ベースラインを横切る交点の密度が増加するから、ベースライン上の
ゼロクロス周波数が増大することになる。
【００３５】
　以上の事象を踏まえつつ、SCFとSTFのそれぞれの利点と欠点が以下のように整理される
。なお、図３乃至図５に示す各グラフにおいて、横軸ｃｈはチャンネル方向を示しており
、縦軸Ａは遅延処理後の各チャンネル受信信号の振幅を示している。
【００３６】
　第１のケースは、図３の（Ａ）に示すように、メインビーム方向からの反射信号が支配
的なケースであって、しかも振幅分布がベースラインから離れているようなケースである
。ちなみに、メインビーム方向からの反射信号が支配的な場合であっても、通常、装置設
定音速と実際の音速とのずれや、ビームフォーマーでの遅延処理の精度等の影響により、
複数のチャンネル間において位相は完全には揃わない。第２のケースは、図３の（Ｂ）に
示すように、メインビーム方向からの反射信号が支配的なケースであって、振幅分布がベ
ースライン付近にあるケースである。第１のケースと第２のケースは、例えばサイドロー
ブ成分の混入があまりない実質部に相当し、それらは波面の到来に従って時間軸上におい
て交互に瞬時的に生じる。図６に示されるように、第１のケースの場合、SCFによる評価
及びSTFによる評価のいずれにおいても、位相がおおよそ揃っているとみなされる。正符
号データの個数が最大となっており、ゼロクロス（交差密度）も０（最小値）だからであ
る。この第１のケースでは、いずれの評価方法も妥当なものと言える。一方、第２のケー
スの場合、実際には振幅分布のバラツキが少ないのに、それがベースラインを跨いで変化
しているために、正符号データの個数と負符号データの個数がほぼ同じとなり、SCFによ
る評価では位相が乱れているとみなされてしまう。つまり誤認が生じるおそれがある。こ
れを原因として、SCFを用いた抑圧処理では、実質部で局所的な黒抜けが生じるものと理
解される。これに対し、STFによる評価では、ベースライン上の零交差密度は少ないため
に、位相が揃っているとみなされ、妥当な評価結果が得られる。
【００３７】
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　第３のケースは、図４の（Ａ）に示すように、メインビーム方向からの実信号成分がサ
イドローブ成分に比べてやや支配的であって、遅延処理後の素子受信信号列の振幅分布が
長周期を示す場合（サイドローブ成分の発生源がメインビームに比較的近い場合）である
。第４のケースは、図４の（Ｂ）に示すように、メインビーム方向からの実信号成分がサ
イドローブ成分に比べてやや支配的であって、遅延処理後の素子受信信号列の振幅分布が
短周期を示す場合（サイドローブ成分の発生源がメインビームから比較的遠い場合）であ
る。第３のケース及び第４のケースはサイドローブ成分が混在する実質部に相当するもの
である。図６に示されているように、第３のケースでは、正符号データ数と負符号データ
数の存在割合につき、やや偏りが生じ、SCFによる評価では位相がやや乱れているとみな
され、評価結果は妥当となる。一方、零交差密度はさほど大きくないため、STFによる評
価では位相が揃っているとみなされてしまう。これがSTFを用いる場合において、強反射
体近傍でのサイドローブ低減効果が弱い原因であると解される。一方、第４のケースでは
、図６に示されているように、正符号データ数と負符号データ数の存在割合に偏りがつき
、SCFでは位相がやや乱れているとみなされ、評価結果は妥当であるが、その場合におい
て零交差密度はかなり大きくなるので、STFによる評価では位相が乱れているとみなされ
る。これが、STFによる評価の場合において、強反射体から離れた位置における実質部の
極端な輝度抑制の原因であると解される。
【００３８】
　第５のケースは、図５の（Ａ）に示されるように、サイドローブ成分が支配的であって
、遅延処理後の素子受信信号列の振幅分布が長周期を示す場合（サイドローブ成分の発生
源がメインビームに比較的近い場合）である。第６のケースは、図５の（Ｂ）に示される
ように、サイドローブ成分が支配的であって、遅延処理後の素子受信信号列の振幅分布が
短周期を示す場合（サイドローブ成分の発生源がメインビームに比較的遠い場合）である
。それらは腔内に生じるサイドローブ成分に相当する。第５のケースでは、図６に示され
ているように、正符号データ数と負符号データ数の存在割合がほぼ同じになり、SCFによ
る評価では位相が乱れているとみなされ、評価結果は妥当となる。しかし、零交差密度は
さほど大きくないため、STFによる評価では位相が揃っているとみなされてしまう。それ
が、STFを用いる場合において、強反射体近傍でのサイドローブ低減効果の弱さが生じる
原因であると解される。なお、第６のケースでは、図６に示されているように、正符号デ
ータ数と負符号データ数の存在割合がほぼ同じになり、SCFによる評価では位相が乱れて
いるとみなされ、評価結果は妥当であり、同時に、零交差密度も大きくなるので、STFに
よる評価でも位相が乱れているとみなされ、評価結果は妥当となる。
【００３９】
（３）２つの方法の組み合わせ
　そこで、上記２つの方法を併用することが望まれる。具体的な手法として、幾つかの組
み合わせ方法があげられる。第１の組み合わせ方法は、以下の(6)式のように、場合に応
じてSCFを選択する方法である。組み合わせ後に生じる新しい指標をNewFactor(k)と称す
ることにする。
【００４０】
【数６】

【００４１】
　この第１の組み合わせ方法は、図６に示したケース２を改善するものである。すなわち
、SCF(k)が所定値Ｃ未満で且つSTF(k)が所定値Ｄ以上の場合に、両者の評価が割れること
になるから、NewFactor(k)を所定値Ｃに固定してしまうものである。それ以外の場合には
SCF(k)による評価が信頼できるものとみなして、NewFactor(k)としてSCF(k)が用いられる
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。STF(k)は場合分けの参照情報として利用され、NewFactor(k)の値としては実際には利用
されていない。但し、それを利用してもよい。SCFによる評価は、第２のケースを除いて
妥当なものであるから、この第１の組み合わせ法はSCFによる評価が妥当でない場合をSTF
によって判別し、その場合には例外的な処理を行う手法であると理解される。
【００４２】
　第２の組み合わせ方法は、以下の(7)式に従ってNewFactor(k)を定めるものである。
【００４３】
【数７】

【００４４】
　上記はSCF(k)とSTF(k)とを重み付け加算する方法である。図６において、第２のケース
から第５のケースでは、一方の手法において短所が認められるため、それを他方によって
補うものである。その場合、A，B，SCFを調整するパラメータp，およびSTFを調整するパ
ラメータqを可変することにより、SCF及びSTFに対する重みを調整できる。
【００４５】
　第３の組み合わせ方法は、以下の(8)式に従ってNewFactor(k)を定めるものである。
【００４６】

【数８】

【００４７】
　これは、SCFとSTFの相乗平均によってNewFactor(k)を求めるものである。これも、図６
に示した第２のケースから第５のケースにおいて、一方の手法において短所が認められる
ため、それを他方によって補うものである。SCFを調整するパラメータpとSTFを調整する
パラメータqにより、SCF及びSTFに対する重みを調整できる。
【００４８】
　なお、正の信号及び負の信号の存在割合と、零交差密度の両パラメータを用いる評価指
標であれば，その形は上記の(6)式から(8)式に限定されるものではない。(4)式及び(5)式
は、零交差密度に対する単調減少関数であるが、第４のケースで生じる問題点を改善する
ために、後に示すように、零交差密度に閾値を設け、零交差密度がその閾値を上回ったら
、STF値を一定にする処理を加えてもよい。さらに、そのように修正されたSTFをSCFに組
み合わせてもよい。
【００４９】
（４）実施形態の構成
　図７には、本発明に係る超音波診断装置の好適な実施形態が示されており、図８はその
全体構成を示すブロック図である。この超音波診断装置は医療の分野において用いられ、
生体に対する超音波の送受波によって得られた受信信号に基づいて超音波画像を形成する
装置である。本実施形態においては、超音波画像としてＢモード断層画像が形成されてい
るが、もちろんドプラ画像等が形成されてもよい。
【００５０】
　図７において、アレイ振動子１０は、超音波探触子内に配置され、複数の振動素子１２
により構成される。複数の振動素子１２は直線状に配列されている。もちろん、それらが
円弧状に配列されていてもよい。複数の振動素子１２を利用して超音波ビーム（送信ビー
ム、受信ビーム）が形成され、それが電子的に走査される。電子走査方式としては、電子
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セクタ走査、電子リニア走査等が知られている。１Ｄアレイ振動子に代えて２Ｄアレイ振
動子を用いることも可能である。
【００５１】
　送信部１４は送信ビームフォーマーである。すなわち、送信部１４は送信時において複
数の振動素子１２に対して所定の遅延関係を有する複数の送信信号を供給する。これによ
り送信ビームが形成される。受信時において、生体内の各点からの反射波がアレイ振動子
１０にて受波される。これにより複数の受信信号（素子受信信号）が生じ、それが増幅部
１６へ出力される。増幅部１６、遅延部２０及び信号加算部２４が受信部を構成し、その
受信部は受信ビームフォーマーである。
【００５２】
　増幅部１６は、複数のアンプ１８により構成されている。その後段には遅延部２０が設
けられ、その遅延部２０は複数の遅延器２２により構成されている。それらの遅延器２２
によって遅延処理（整相処理）が実行される。各遅延器２２に与える遅延時間すなわちデ
ィレイデータは制御部４２から供給される。遅延部２０の後段にアポダイゼーション処理
部が設けられてもよい。Ａ／Ｄ変換部については図示省略されている。遅延処理後の複数
の受信信号（複数の素子受信信号）が信号加算部２４に入力される。そこでそれらの複数
の受信信号が加算され、電子的に受信ビームが形成される。整相加算処理後の受信信号が
検波部２６に出力されている。検波部２６は検波処理を行う公知の回路である。制御部４
２には入力部４４が接続されている。
【００５３】
　本実施形態においては、不要信号成分の抑圧を行うために不要信号成分抑圧部２８が設
けられている。それは、具体的には、係数演算部３０及び乗算器３２を有する。係数演算
部３０は、遅延処理後かつ加算処理前の複数の素子受信信号に基づいて不要信号成分抑圧
用の係数（評価値）を演算する回路であり、その係数を利用して実際に不要信号成分の抑
圧処理を実行するのが乗算器３２である。乗算器３２においては、検波後の受信信号に対
して係数が乗算され、不要信号成分の大小に応じて受信信号が抑圧（低減）される。不要
信号抑圧処理後の受信信号は信号処理部３４へ送られる。信号処理部３４は対数変換等の
各種信号処理を実行し、その処理後の信号が画像形成部３６へ送られる。画像形成部３６
は本実施形態においてデジタルスキャンコンバータ（ＤＳＣ）により構成されている。こ
れによりＢモード断層画像が構成される。その画像のデータは表示処理部３８を介して表
示器４０へ送られる。本実施形態においてはＢモード画像が形成されているが、２次元血
流画像等が形成されてもよい。上記説明においては不要信号成分を抑圧する処理において
、係数の乗算が行われていたが、信号の減算等の他の手法を利用して不要信号成分の抑圧
あるいは低減を行うようにしてもよい。
【００５４】
　深さ方向に並ぶ複数の係数からなる一次元係数列に対して平滑化処理を施した上で平滑
化後の係数を乗算器に与えるようにしてもよい。あるいは、深さ方向及びビーム走査方向
に整列した二次元係数列に対して二次元の平滑化処理を施した上で平滑化後の係数を乗算
器に与えるようにしてもよい。これによれば画質の急峻な変化を緩和できる。
【００５５】
　次に、係数演算部３０の具体的構成について説明する。係数演算部３０は上記(1)式乃
至(8)式の演算を実行して、整相加算後の受信信号に乗算する不要信号抑圧用の係数（New
Factor(k)）を演算するものである。係数演算部３０は、二値化モジュール、SCF算出モジ
ュール、STF算出モジュール及び組み合わせ演算モジュールに大別される。
【００５６】
　図８において、s1(k)～sN(k)が遅延処理後の受信信号列を示している。各二値化処理器
５０において、各受信信号における符号ビットが取り出される。取り出された複数の符号
ビットがb1(k)～bN(k)で示されている。それらを加算器５２で加算することにより求めら
れる加算値に基づいて、SCF算出器５４においてSCFが演算される（上記の(2)式を参照）
。一方、各ブロック５６では、隣接する信号間（符号ビット間）において、符号変化が検
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、極性変化パラメータci(k)が＋１となり、極性が同一であれば極性変化パラメータci(k)
が０となる。それらが加算器５８において加算されて、加算値が生成される。STF算出器
６０は上記(4)式、(5)式に基づいてSTFを演算する回路である。乗算器５８の後段又は算
出器６０の後段に一次元又は二次元の平滑化回路を設けるのが望ましい。図示の例では、
隣接素子間において符号ビットの反転が検出されていたが、複数の素子の中から離散的に
選択された複数の素子間で符号ビットの反転が検出されるようにしてもよい。
【００５７】
　以上のように求められた深さｋについてのSCF(k)及びSTF(k)に基づいて組み合わせ演算
部６２は利得調整用の係数NewFactor(k)を演算する。それが図７に示した乗算器３２へ出
力される。
【００５８】
　図８に示した組み合わせ演算部６２についての幾つかの具体例が図９乃至図１１に示さ
れている。図９に示す構成では、上記(6)式に従って係数NewFactor(k)が演算される。こ
れは場合分けによって係数を特定するものである。図１０に示す構成では、上記(7)式に
従って係数NewFactor(k)が演算される。これは重み付け平均によって係数を演算するもの
である。図１１に示す構成では、上記(8)式に従って係数NewFactor(k)が演算される。こ
れは相乗平均によって係数を演算するものである。それぞれの演算に当たっては演算器又
はメモリ（テーブル）が用いられる。
【００５９】
　図１２には、ゼロ交差密度に対するSTFの決定曲線が示されている。実線で示されるよ
うに単調減少の関数を利用することも可能ではあるが、一定値αよりもゼロ交差密度が高
くなった場合（一定値よりもSTF演算結果が小さくなった場合）、STFを一定値に固定する
ようにしてもよい。そのようなSTFの修正は上記で示した各種構成に適用することが可能
である。
【符号の説明】
【００６０】
　２８　不要信号成分抑圧部、３０　係数演算部、５０　二値化処理器、５４　SCF算出
器、６０　STF算出器、６２　組み合わせ演算部。
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摘要(译)

解决的问题：在超声诊断设备中进行相加处理之后，抑制不必要的信号
分量，例如包括在接收信号（波束数据）中的旁瓣分量。 在延迟处理之
后和加法处理之前，从多个元件接收信号中提取包括沿元件阵列方向布
置的多个代码数据的代码数据串。 系数计算器30基于码数据串的码均匀
性和在元件阵列方向上的码变化密度来计算用于抑制不必要信号的系
数。 具体地，将SCF（符号相干因子）用作指示码均匀性的系数。 STF
（符号通过因子）用作指示符号变化密度的系数。 根据它们，计算与接
收信号相乘的系数NewFactor。 [选择图]图8
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